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活動頻度、メンバー 

氏名 会社名 氏名 会社名 

座長 市川 啓一 (株)レスキューナウ危機管理研究所 新免 國夫 岡山県 

副座長 高橋 克彦 インフォコム(株) 富田 邦裕 (株)建設環境研究所 

野田 浩二 アジア航測(株) 松岡 晶子 富士通エフ・アイ・ピー(株) 

東根 聡 (株)建設環境研究所 梅田 浩史 リスクマネジメントオフィス梅田 

副島 紀代 (株)大林組 赤堀 三代治 ARMS 

若林 亮 (株)イー・アール・エス 國貞 至 (株)リッジ 

大島 啓一 (株)富士通マーケティング 海老澤 聡 (株)湘南スタイル工房 

三島 和子 三井住友海上火災保険(株) 坂口 繁伸 日本特殊塗料(株) 

南部 世紀夫 清水建設(株) 中村 譲治 中村危機管理システム 

西濱 靖雄 西濱防災ネット技術事務所 宮角 良介 ｅ－経営推進室 

上倉 秀之 (株)セノン 砂原 健利 (株)富士通総研 

前田 良二 ＡＩＧ損害保険(株) 栗原 龍 (株) NTTデータCCS 

高木 雄司 (株)富士通エフサス 松久 正彦 富士通(株) 

徳山 英治 インフォコム(株) 久保田 幸利 セイコーエプソン(株) 

（2018年5月現在：28名、順不同） 

18年度で 
13年目 

 活動頻度 
  2006年度から計127回実施、毎月1回開催 

 災害情報研究会メンバー 

1 



特定非営利活動法人 事業継続推進機構 研究会活動報告資料  
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。 

活動風景 
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研究内容のご紹介 

① 災害発生直後の初動対応や復旧活動を迅速・的確に行う
ために必要なアクションと情報項目を抽出 

② 情報をどこからどのように入手するかを整理 

③ 各アクション別に情報の流れをフロー図にして見える化 

災害時の情報シミュレーションを行う 

④ フロー図を汎用性のあるアクションカードに整理 

 研究概要 

 研究テーマ 

3年 

2年 

3年 

4年 
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災
害
対
策
本
部 

現
地
対
策
本
部 

検討① 災害対応フロー図のまとめ 
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アクションの実行に必要な情報（インプット情報）と、実行し
た結果発信される情報（アウトプット情報）を抽出 

検討② インプット／アウトプット情報の整理 

（例）a31、a32 
アクション インプット情報 アウトプット情報 

a31-現地被害状況の
収集（分析・整理） 

i21-自社被害状況 i21-自社被害状況 

i22-取引先被害状況 i22-取引先被害情報 

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・
ガス・通信・死傷者・建物倒壊・火災・
避難者等） 

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・
ガス・通信・死傷者・建物倒壊・火災・
避難者等） 

i24-余震の可能性 - 

i62-避難結果・避難者リスト - 

i69-現地社員対応者及び被災社員（家族
含む）の生活環境（衣食住の供給）状況 

- 

i70-情報システムの被害状況 - 

i78-立ち入り禁止区域等 - 

a32-現地通信・情報
連絡手段の確立 

i21-自社被害状況 i27-通信手段の確立指示 

i26-通信事業者の被害状況 - 

i27-通信手段の確立指示 - 
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（例）a31：現地被害状況の収集（分析・整理） 

検討③ アクション項目別フロー図の作成 

情報の流れをフロー図にして見える化 
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検討④ アクションカードの作成 

アクション項目別フロー図を汎用性のある「ＢＣＰアクション
カード」として展開可能な形へ 

（フロー図） 

（企業での実用化） 

（汎用化） 

ＢＣＰアクションカード 
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アクションカードの作成（Action1～47） 

2017年度実施内容 

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

a7 a7
a8 a16

a10 a26
a17 a31
a26
a27
a28
a31
a32
a35
a36
a40
a43
a45

a7 a7
a10 a16
a31 a31

a36

a40

a41

a43
a7 a7

a10 a31

a31

a36

a45

a7

a10

a31

a35

i24 欠番

a8

a32

a32 a8

a38 a32

a9
a10
a18

a19

i29 災害対策行動基準 a10 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i30 災害対策調整案 a11 a10 災害対策本部
会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

a11
a12
a13
a17
a18
a19
a20
a21
a38

a11 a13

a13 a14
a14 a16
a15 a36
a17 a38
a33
a38
a39
a44

i32

重要業務の復旧見通し
　（操業度・復旧時間の見込み）
　（稼動継続の可否、復旧の条件要
求等）
　(進捗状況)

災害対策本部
現地災害対策本部
本部重要業務担当
現地重要業務担当
情報システム担当

・電話、メール、FAX、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会
議、無線等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

・災害対策マニュアル等に別添（紙、電子媒体による
保管・携行)
・口頭、電話、メール、FAX、衛星電話、携帯電話、イ
ントラネット、ＴＶ会議、無線

i31 災害対応の基本方針 a11 災害対策本部
現地災害対策本部

・電話、メール、FAX、衛星電話、携帯電話、TV会
議、無線等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i27 通信手段の確立指示
災害対策本部
現地災害対策本部

口頭、電話、メール、FAX、衛星電話、携帯電話、イ
ントラネット、ＴＶ会議、無線

i28 情報窓口担当者リスト a9
災害対策マニュアル等
災害対策本部

・報道（テレビ,ラジオ）、　インターネット等
・一斉電話、テレビ、ラジオ、インターネット等

i26 通信事業者の被害状況 通信事業者 報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等

i23

一般被害状況
（交通・電気・水道・ガス・通信・死傷
者・建物倒壊・火災・避難者等）

地域住民
コミュニティ
消防・警察
自治体
ライフライン企業
病院
企業/団体
マスメディア
現地災害対策本部
災害対策本部

・電話、インターネット等
・ＴＶ、ラジオ、インターネット
・報道（ＴＶ、ラジオ）、インターネット、自治体HP、
　行政防災無線、掲示板、目視、電話
・口頭、無線、電話、メール、ＦＡＸ、会議、文書等

i24 余震の可能性 a7
気象庁
地震情報配信会社等
災害対策本部

i21

自社被害状況
（①出火・転倒・倒壊・負傷者等：防
災）
（②社員・施設・設備・商品等：リソー
ス）
（③危険物等、周辺への影響：安全
管理）
（④自社内通信網）

・災害対策本部
・現地社員（第一発見者等）
・現地施設管理者
・現地災害対策本部
・人事管理者
・防災管理者
・製造管理者
・施設管理者
・防火管理者
・安全管理者
・情報システム担当
・現地情報システム担当
・現地社員対応者

・安否確認システム、施設管理モニタ、点検目視
・危険物管理モニタ、点検目視
・口頭、無線、電話、施設管理モニタ、点検目視
・口頭、無線、電話、メール、FAX等
・口頭、無線、電話、メール、FAX、会議、文書等
・電話、メール、インターネット、FAX、無線等
・電話、メール、fax、衛星電話、携帯電話、TV会議、
無線等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）
・安否確認システムに設定登録

i22

取引先被害状況
（連絡先・手段）
（被害の有無、支援ニーズ等）
（稼働状況、在庫、物流等）

・営業担当
・購買担当
・災害対策本部
・現地災害対策本部
・取引先（仕入先・納入先）

・電話、メール、FAX、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会
議、無線等
・電話、メール、インターネット、FAX、無線等
・口頭、無線、電話、メール、FAX、会議、文書等
会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i44-代替手段のリスト（切り替え基準含む） i46-代替手段の切替判断結果
i45-代替手段の被害・稼働状況
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i47-重要業務の復旧活動計画

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i48-重要業務の復旧活動指示（代替手段への切
替含む）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）

i50-現地災害対策本部への取引先対応行動指示

i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望
i46-代替手段の切替判断結果
i47-重要業務の復旧活動計画 i21-自社被害状況
i49-復旧活動報告 i22-取引先被害状況

i32-重要業務の復旧見通し（進捗状況）
i47-重要業務の復旧活動計画

i16-災害対策本部設置宣言 i53-広報方針（マスコミ向け、自社HP）
i19-指揮命令系統（役割・責任・権限） i54-広報内容
i21-自社被害状況
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し
i51-社会貢献方針（何を・誰が・いつ・どこへ・
どうやって）
i52-広報マニュアル（基本方針・手段・発信先
リスト等）
i53-広報方針（マスコミ向け、自社HP）
i28-情報窓口担当者リスト（役職、氏名、連絡
先等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i33-必要リソースのリスト（人）
i35-災害対応の行動指示

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i33-必要リソースのリスト（物）
i35-災害対応の行動指示
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i33-必要リソースのリスト（資金）
i35-災害対応の行動指示
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i35-災害対応の行動指示
i57-地域被害状況

22 城崎 a22-災害対策本
部の解散

i36-災害対策本部の解散指示・宣言 i58-災害対応報告書

23 若林 a23-発災の緊急
連絡

無し（体感） i2-発災直後の発生事象

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）
i2-発災直後の発生事象
i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i59-現地災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i8-安否確認実施基準

i9-社員名簿

i10-安否確認回答（点呼など）

i21-自社被害状況（出火・転倒・倒壊・負傷者
等）

i60-消火・救護・避難活動の状況

i21-自社被害状況（出火・転倒・倒壊・負傷者等）

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）
i21-自社被害状況（出火・転倒・倒壊・負傷者
等）
i61-避難基準
i21-自社被害状況（出火・転倒・倒壊・負傷者
等）

i60-消火・救護・避難活動の状況

i63-重要資産の保全基準
i7-参集状況（集合・呼集回答等）
i12-速報レベルでの被災概況
i13-現地災害対策本部設置場所の被害状況

i20-現地災害対策本部の設置指示
i65-現地災害対策本部設置基準

15 橋元 a15-対策の優先
順位付け・活動
指示

16 若林 a16-復旧活動の
把握

14 村上 a14-代替手段に
よる業務継続判
断

19 横山 a19-支援物資の
在庫管理・調達

i28-情報窓口担当者リスト（役職、氏名、連絡
先等）

20 市川 a20-財務支援・
手当ての実施

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこから、
どこへ、いくら）

17 平川 a17-社内外への
情報発信

18 村地 a18-応援体制の
確立

i55-応援体制リスト（誰が・いつ・どこへ・何のため
に・どうやって）

i56-支援物資供給計画（何を、誰が、いつどこへ、
どうやって）

i7-参集状況（集合・呼集回答等）

25 東根 a25-現地社員の
安否確認の実施
（家族を含む）

26 村田 a26-消火・救
護・避難活動の
実施

21 杉山 a21-社会・地域
貢献の方針決定

24 副島 a24-現地緊急対
策要員の参集

i51-社会貢献方針（何を・誰が・いつ・どこへ・どう
やって）

29 村地 a29-現地災害対
策本部の設置

i66-現地災害対策本部設置宣言

27 横山 a27-危険個所か
らの 退避

i62-避難結果・避難者リスト

28 橋元 a28-重要資産の
保全・持ち出し

i64-重要資産の保全・持ち出し結果

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

②災害情報項目リスト 
の見直し 

①アクションフロー図 
の見直し 

③アクション項目リスト 
の見直し 

④アクションカード 
の作成 

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析

情報項目番号（i）

i
災
害
情
報
項
目

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞    その情報はどこから
収集できるか？その情報の持ち主、
発信元等。

＜HOW＞　　　その情報をどうやって収集するか、伝
えるか？収集方法、あるいは収集ツール、システム
等。

a1
a3

a24
a25
a27

a1

a24

i3 緊急対応基準 a1 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a2
a3

a24
a25

a2

a24

a2

a24

a5

a29

a3

a25

a3

a25

a3

a25

a6 a3

a12
a30
a34
a37

a2

a29

i14 災害対策本部設置基準 a4 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行）

i15
災害対策本部の設置指示・要員招
集

a5 a4 災害対策本部長 口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

a6

a17

i17 指揮命令・役割体制 a6 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

a6

a12

a9

a17

i20
現地災害対策本部の設置指示（場
所・時間・体制）

a29 a6
災害対策本部
災害対策本部長

口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システム等

i19 指揮命令系統（役割・責任・権限） a6 災害対策本部
・電話，メール，FAX、社内の災害掲示板等
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

i18
災害対策本部員の現状（安否・所在
等）

災害対策本部
災害対策本部員
災害対策本部員・関係者（同僚・上
司・秘書・家族等）

・電話、メール、FAX、会議等
・メール、携帯電話、予定表（イントラネット・掲示板
等）

安否確認集計結果
緊急対応チーム
現地災害対策本部
災害対策本部

・安否集計表、安否確認システム等
・電話、メール、FAX、会議等

i16 災害対策本部設置宣言 a5
災害対策本部
災害対策本部長

・口頭、メール、携帯電話、無線、非常呼集システ
ム、ＴＶ会議、イントラネット
・会議（電話、メール、衛星電話、携帯電話、ＴＶ会議
等）

メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等、
安否確認システム等

i13
現地災害対策本部設置場所の被害
状況

a29 現地社員対応者 メール、携帯電話、無線、衛星電話、電話、FAX等

i12 速報レベルでの被災概況
現地社員対応者
現地社員

・災害対策マニュアル等により確認する（紙電子媒体
による保管・携行）
・安否確認システムに設定登録

i9 社員名簿 災害対策マニュアル等 既存名簿の活用および本人の記表・入力

a25

i7 参集状況（集合・呼集回答等） a24
災害対策本部員
現地緊急対応要員

口頭、メール、携帯電話、非常呼集システム等

i8 安否確認実施基準 災害対策マニュアル等

i10 安否確認回答（点呼など） 現地社員 現地点呼、口頭，電話，無線、安否確認システム等

i11

・メール、社内放送、イントラネット、掲示板、FAX等
・災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による
　保管・携行)

・報道（テレビ,ラジオ）、インターネット等
・自社社員への伝達は
　報道、メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
　など

i2 発災直後の発生事象 a23 現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、衛星電話、電話、FAX等

i6 非常呼集実施基準 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

i5 非常呼集対象者名簿 災害対策マニュアル等
災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体による保
管・携行)

アクション番号（a）

i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度・到達時
間・津波の有無）

気象庁
地震情報配信会社等

i4
規定以上の地震情報（地域・震度）

a1
災害対策マニュアル等
緊急対応要員

対応項目一覧

番号moto アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象
i3-緊急対応基準
i4-規定以上の地震情報（地域・震度） i87-災害対策本部設置判断情報
i5-非常呼集対象者名簿
i6-呼集実施基準
i12-速報レベルでの被災概況
i1-地震の規模・地域（マグニチュード・震源・震
度・到達時間・津波の有無）

i11-安否確認集計結果

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i8-安否確認実施基準
i9-社員名簿
i10-安否確認回答（点呼など）
i14-災害対策本部設置基準 i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
ｉ87-災害対策本部設置判断情報
i7-参集状況（集合・呼集回答等） i16-災害対策本部設置宣言
i15-災害対策本部の設置指示・要員招集
i11-安否確認集計結果 i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）
i16-災害対策本部設置宣言 i20-現地災害対策本部の設置指示
i17-指揮命令・役割体制
i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）
i21-自社被害状況 i21-自社被害状況
i22-取引先被害状況（被害の有無、支援ニー
ズ、稼働状況等）

i22-取引先被害状況

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）

i24-余震の可能性 i24-余震の可能性
i21-自社被害状況

i26-通信事業者の被害状況

i19-指揮命令系統（役割・責任・権限）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）
i28-情報窓口担当者リスト（自社・取引先）

i21-自社被害状況

i22-取引先被害状況
i23-一般被害状況（交通・電気・水道・ガス・通
信・死傷者・建物倒壊・火災・避難者等）
i24-余震の可能性
i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者
の役職、氏名、連絡先等）
i29-災害対策行動基準
i30-災害対策調整案 i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等） i35-災害対応の行動指示

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）

i36-災害対策本部の解散指示・宣言

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・
資金等）

i34-財務支援・手当の実施状況（いつ、どこか
ら、どこへ、いくら）

i39-重要業務のリスト（業務名・プロセス・優先
順位等）

i11-安否確認集計結果

i18-災害対策本部員の現状（安否・所在等）

i31-災害対応の基本方針
i35-災害対応の行動指示

i37-帰宅・残留・出社・避難の基準（帰宅の困
難状況、安全確保、二次災害防止、事業継続
要員の確保等を検討）

i31-災害対応の基本方針（重要業務、RTO等）
i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間の
見込み）

i32-重要業務の復旧見通し（操業度・復旧時間
の見込み）（稼働継続の可否、復旧の条件・要
求など）

i33-必要リソースのリスト（要員・資材・情報・資金
等）

i33-必要リソースのリスト(要員・資材・情報・資
金等)
i40-重要業務の被害・稼働状況（自社・取引
先）

i41-取引先リスト（仕入先、納入先）

i42-現地から本部への要請（要員・資材・情
報・資金等）
i43-取引先（納入先、仕入先）からの要望

3 高橋 a3-安否確認の
実施（家族を含
む）

4 黒木 a4-災害対策本
部員の招集

情報項目

1 市川 a1-地震の覚知

2 東根 a2-災害対策本
部設置判断情報
の収集

7 古藤 a7-被害情報の
収集・周知

8 野田 a8-通信・情報連
絡手段の確立

5 森本 a5-災害対策本
部の設置宣言

6 森本 a6-指揮命令系
統の確立

11 副島 a11-災害対応の
意思決定

12 横山 a12-帰宅・残
留・出社・避難の
判断

i27-通信手段の確立指示

9 橋元 a9-社内情報共
有体制の確立 i28-情報窓口担当者リスト（連絡可能な担当者の

役職、氏名、連絡先等）

10 杉山 a10-部署間の連
絡および調整

i30-災害対策調整案(人員・施設・システム・資機
材など）

i38-帰宅・残留・出社・避難の指示（本部から現地
へ）

13 村田 a13-重要業務の
現状把握と見通
しの分析
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2017年度実施内容 

アクションカードの完成 
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完成させた「ＢＣＰアクションカード」を使用した訓練の実施 

2018年度活動計画 

 

②実施 
 

アクションカードに
したがい行動 

 

①インプット 
情報の作成 

i1 
i2 
・・・ 

 

③アウトプット 
情報の作成 

i3 
i4 
・・・ 
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最後に 

（研究会恒例 紅白歌合戦） 

みなさまの入会を 

お待ちしております！ 
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特定非営利活動法人 

事業継続推進機構 
災害情報研究会 

A Specified Non-Profit Japanese Corporation 

Business Continuity Advancement Organization (BCAO) 
 
 


